事業内容の変更に係る申請をする場合の手引きと様式の記載例を示しています
（記載例はグループ構成員の変更の場合となります。）


１　要件
要綱第10条において、補助金等の変更が生じた時には、知事に変更承認申請書（別記様式第７号）を提出することとなっています。ここでいう「変更」とは、別表５に示す内容のものが該当します。

別表５（要綱より抜粋）
	事業
	内容

	供給事業
	１．補助金額の変更を伴う供給棟数の増又は20パーセントを超える減
２．補助金額の変更を伴う群馬県産木材使用量の増又は20パーセントを超える減

	
	うちグループ
	１．グループ構成員の変更

	子育て支援事業
	なし




この表を具体的に読み替えると、以下のとおりとなります。
	該当要件
	変更を要とする条件

	供給棟数
（当初計画をA棟とする）
	１．供給棟数（A）が増加し、かつ補助金の追加交付を望む場合
２．供給実績見込棟数がA×０．８棟未満の場合

	県産木材使用量
（当初計画を(a)m3とする）
	１．使用量（a）が増加し、かつ補助金の追加交付を望む場合
２．供給実績見込量が(a)×０．８m3未満の場合

	グループ構成員
	グループ構成員の追加または削除



例）交付決定を受けた棟数が10棟、ぐんま優良木材使用量が200m3だった場合
　ア　供給棟数
　　ⅰ）11棟以上の実績となり、補助金の追加交付を希望するとき。
　　ⅱ）実績見込が、（10×0.8＝）8棟未満のとき
　イ　県産木材使用量
　　ⅰ）200m3を超える実績となり、補助金の追加交付を希望するとき。
　　ⅱ）実績見込が、（200×0.8=）160㎥未満のとき


２　提出書類
　提出が必須なもの
　① 変更承認申請書（別記様式第５号）
　② 供給計画書（別記様式第１号付の１）　※ 供給棟数の変更に係る申請の場合

※グループ構成員の追加に係る申請の場合、追加する構成員の以下の書類を提出
　・ 建設業許可書等の写し
　・ 暴力団排除に関する誓約書（別記様式第１号付の２ 別添）
・ 不法就労対策に係る誓約書（別記様式第１号付の３）


３　提出方法
　交付申請同様、直筆等を要求する資料を添付する場合、原則メールのみでの申請はできません。
直筆等を必要としない書類については、メールでも受付が可能ですので、必要に応じて提出方法を検討してください。

【送付先：林業振興課代表アドレス　rinshin@pref.gunma.lg.jp　】




別記様式第５号（第８条関係）申請番号の管理等を行っていない場合は、番号は記入を省略しても構いません


番号:第3号

令和8年□月□日

　群馬県知事　山本　一太　あて

住所　　	　群馬県前橋市〇〇－〇〇
事業者名　　　〇〇グループ　　　　　交付決定通知に記載された日付及び番号

申請（代表）者名　　　△△　△△　　　　　　


令和８年度ぐんまゼロ宣言住宅促進事業変更承認申請書


　令和８年〇月〇日付け群馬県指令 ○○第○○○○○－○号で補助金の交付決定のあったぐんまゼロ宣言住宅促進事業について下記のとおり変更したいので、ぐんまゼロ宣言住宅促進事業補助金交付要綱第８条第１項の規定により申請します。

記

１　変更の理由
　グループ構成員の追加が生じたため。

２　変更の内容

【別記様式第1号】
　　４　グループの構成

	区　分
	事業者名称
	代表者氏名
	住　所
	電話番号
	備考

	代表（事務局）
	△△工務店
	△△　△△
	群馬県前橋市〇〇－〇〇
	〇〇〇〇－〇〇－〇〇〇〇
	

	認証工場
	□□製材
	□□　□□
	群馬県前橋市□□－□□
	
	

	供給事業者
	◆◆工務店
	◆◆　◆◆
	群馬県前橋市◆◆－◆◆
	
	

	供給事業者
	■■ハウス
	■■　■■
	群馬県前橋市■■－■■
	
	□月□日追加

	その他
	・・工務店
	・・　・・
	群馬県前橋市・・－・・
	
	




３　添付書類

　　変更に伴い不足となる書類（構成員変更時の許可書の写しなど）

該当するものがある場合は、本申請書と合わせて添付書類を提出してください

 

変更する内容により記載内容や添付する書類等が異なります。
こちらでは供給計画棟数増に伴う変更の場合の記載例を示しています。

（　別　添　）誓約書（別記様式第１号付の２） 別添

群馬県警察本部への照会に係る構成員等名簿

	フリガナ
氏　名
	生年月日
	住　所（団体の場合は法人名、商号等、団体所在地）
	役　職

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※子育て支援事業申請の方は別紙の提出は不要です。 

・追加する構成員について、提出をお願いします。
・直筆で記載してください。
・直筆した原本を提出してください。




別記様式第１号付の３・追加する構成員分について、提出をお願いします。


不法就労対策に係る誓約書
令和 8年 □月 □日　
群馬県知事　あて
住所　　群馬県前橋市■■－■■
事業者名　　■■ハウス
代表者氏名　　■■　■■

　私は、下記の事項について誓約します。

記

　自己又は自己の法人その他の団体の役員等及び被雇用者は、次の各号に該当する行為は行いません。

（１）不法就労

（２）不法就労助長






	（参考）
　１　不法就労
　　出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）に違反する次に該当するもの。
（１）不法滞在者や被退去強制者が、収入を伴う事業を運営する活動又は報酬を受ける活動（以下「働くこと」という。）を行うこと
（２）就労できる在留資格を有していない外国人が出入国在留管理庁から働く許可を受けずに働くこと。
（３）外国人が現に有している在留資格等で認められた範囲を超えて働くこと。

　２　不法就労助長
　　不法就労をさせたり、あっせんすること。




※グループでの申請の場合は、事業者単位毎に構成全員の制約書の提出をしてください。




